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1．目的 

 

助成金は、市民活動団体（NPO法人やボランティア団体など）が取組む非営利かつ社

会公益性が高い活動に対して、財団法人や行政、企業などから提供される資金である。 

長崎市市民活動センター「ランタナ」が 2024 年度に把握・収集した助成金のプログラ

ムは 300件であり、前年度の 143件から 2倍以上に増加した。この増加は、当センター

が相談内容に応じて助成金情報を積極的に収集し、以前は把握していなかった助成金を

追加したことによるものである。 

2024年度の助成募集要項を集計・分析し、助成金の全体像と傾向を明らかにする。こ

れにより、市民活動団体は自団体の活動目的や内容に合致した助成金を見つけやすくな

り、資金調達の効率が高まる。その結果として、地域社会への貢献活動をより効果的に

展開することが期待される。 

 

 

２．調査対象・調査方法 

 

長崎市市民活動センターが 2024 年 4 月 1日から 2025 年 3 月 31日の期間に把握・収

集した市民活動団体（NPO法人、ボランティア団体など）向け助成プログラム 300件を

分析した。サンプル収集の要件については以下の通り。 

 

① 事業対象の助成金（研究・表彰目的の助成金は除く） 

② NPO法人・任意団体・地域団体が申請できるもの 

③ 長崎市で活動している市民活動団体が申請できるもの 

④ 助成金に複数のプログラムがあった場合、上記①～③に該当するプログラムの

みを抽出 

⑤ 当年度の実績が公開されていない場合、内定状況・前年度を代替とした 

⑥ グラフでは最大値が赤、次点が橙、三番目が緑とした 
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3.調査結果ダイジェスト～11 のポイント～ 

 

1.助成団体の 43.1％以上は企業又は企業関係財団（☛P4） 

助成プログラムを提供している助成団体の 93.3％が民間。そのうち、43.1％

が企業または企業が関係する財団。企業の CSR方針や SDGsの重点目標を調べ

て助成団体の狙いを理解する。 

 

 

2.多様な分野を対象とする助成プログラムが 4.4％（☛P5） 

単一の分野だけでなく、多様な分野にまたがる助成プログラムが 4.4％。国

の動向を反映していると考えられる。 

 

 

3.申請締切のピークは年 3回（☛P6） 

10月、11月、3月は次年度事業対象、4月、5月は当年度事業対象と申請締

切のピークが年 3回ある。複数回申請の機会があると考え、計画的に申請の

準備をする。 

 

 

4.助成プログラムの 70.7％は上限 500 万円未満（☛P7） 

金額帯により対象となる分野が異なる。物品交付やノウハウ支援など金銭以

外の助成プログラムもあり多様化が進んでいる。助成上限に応じて地域未着

型の活動、継続的な事業展開などを考える。 

 

 

5.補助率を設定していない助成プログラムは約 9 割（☛P11） 

市民活動団体が自己負担金の見積もりが適切にできるか問われている。助成

事業の期間中に自己資金を増やす取り組みも計画に入れる。 
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3.調査結果ダイジェスト～11 のポイント～ 

 

6.1 年超の期間が助成対象となる割合は 11.3％（☛P12） 

1年間が最多。1年を超える助成プログラムはわずか 11.3％となっている。

１年単位で成果が評価でき、その後は継続・発展できる計画を作る。 

 

 

7.法人格が必要な助成プログラムは 21.0％（☛P13） 
法人格がない任意団体も申請できる助成プログラムの方が多い。助成上限が

大きい場合は法人格が必要なこともあるので法人格の取得も検討する。 

 

 

8.活動実績の記載がない助成プログラムは 73.3％（☛P14） 

多くの助成プログラムは新規の団体でも申請できる。新規団体は助成を受けるこ

とで社会的な信用を補完されると考え、実績を作れる助成を選ぶ。 

 

 

9.他者の推薦が不要な助成プログラムは 94.3％（☛P15） 

推薦が必要な助成プログラムは、過去の採択事例を参考に早めに推薦書の作

成を依頼する。 

 

 

10.助成総額は年間合計 177 億 4393 万円超（☛P16） 

金額帯により、草の根支援や特定分野への重点支援となっている。自団体が

無理なく運営できる規模の助成を選ぶ。 

 

 

11.採択率の平均は 37.0％（☛P19） 

分野別では学術・文化・スポーツの 60％前後が最も高い。自団体が属する分

野、助成プログラムの審査基準を分析し、基準に沿った申請書を作成する。 
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調 査 結 果 

 

４．助成金の概要 

4-1.助成団体の法人種別 

 

助成団体の法人種別を分類した。 

財団が 125件と最も多い。財団の母体が別法人となっているケースが多く、特に企業

を出資元とした財団が 60件（28.7％）を占めている。これに企業・団体の 30件（14.4％）

を合計すると 90件（43.1％）。企業が直接または間接的に出資・運営する助成団体が全

体の 43.1％を占めており、企業の CSR や財団化による社会貢献活動が、助成の主な担

い手となっている。 

一方、行政系列の県市町（長崎県・長崎市）および独行（独立行政法人）は合計 14件

（6.7％）となっており、93.3％が民間の助成プログラムである。 

 

総計 209 件 

※その他は法人ではない団体 

※2 つ以上の助成団体が同じ 1 つのプログラムに関与している場合、助成金の出資元の団体の法人種別を

優先した。判別がつかない場合は公式ホームページを運営している団体を優先した。 

※2 つ以上の助成団体が同じ 1 つのプログラムに関与しており、当該団体が他に単独で助成を行っている

場合は別団体とした。 
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4-2.対象分野 

 

 助成プログラムが対象とする活動を、特定非営利活動促進法（通称：NPO法）別表に

規定される 20 分野で分類し集計した。1 プログラムが複数の分野に跨る場合は各分野

を累計した。また 5分野以上にまたがる場合は“5分野以上”とした。 

「保健・医療・福祉」「子どもの健全育成」を合計すると 173 件（44.5％）となって

おり、生活課題に直結する分野を対象とした助成プログラムが 4 割以上を占めている。 

該当する分野の助成金がないという場合、対象分野を少し広げて考えてみる。例えば、

夜間パトロール（地域安全）をジョギング（スポーツ）と合わせて「パトロールランニ

ング」というプログラムを作ると学術・文化・スポーツ振興で対象となる可能性がある。 

5分野以上は 17件（4.4％）で、これは単一の分野では対応しきれない複雑な社会課

題への支援ニーズが反映されている可能性がある。 

内閣府や厚生労働省による政策文書でも、「分野横断的支援」「包括的支援体制」の必

要性が強調されており、助成金自体がこの流れを反映していると考えられる。 

 

 

総計 389 件 

※⑲市民活動支援の内容は「分野を問わない組織基盤強化」「NPO の情報環境整備のためのパソコン提供」

「認定 NPO 法人取得のための資金」と組織運営に関すること。 
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4-3.申請締切の時期 

 

 助成プログラムの申請締切時期を月別に集計したところ、10月（32件）と 11月（38

件）に締切が集中しており、全体の 23.3％を占める。これは多くの助成団体が、次年度

の活動支援に向けて秋に募集をかけているためと考えられる。スケジュールから逆算し

て市民活動団体は 8月～9月に助成申請の準備を始めることが望ましい。 

また、3 月から 5 月にも比較的多くの締切がある。4 月と 5 月は当年度の活動に合わ

せた募集となっている。 

年 2回以上募集するプログラム（8件）や随時募集（9件）は全体の 5.7％と少数であ

り、多くの市民活動団体は特定の月に集中する公募スケジュールに合わせた計画的な申

請をする必要がある。 

例えば、一つの事業を 10 月か 11 月に申請し、不採択となった場合は 3 月に申請し、

それでも採択されなければ、当年度 4月・5月に再度申請といった複数の時期に対応し

た申請計画も考えられる。 

 

 

総計 300 件 

※複数回募集するプログラムの内、各回で助成額や対象などに変動があるものは、１つずつ別のプログラ

ムとして集計した。 
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4-4.助成上限 

 

 助成プログラム 1件あたりの上限額（単年度）を金額帯で分類し集計した。助成金

額帯の分布を見ると、100万円以上 500万円未満の金額帯が最も多く 111件（37％）、

次いで 15万円以上 100万円未満が 84件（28％）となっており、500万円未満で 212

件（70.7％）となっている。 

また物品交付・ノウハウ支援など金銭以外の支援もあり、助成プログラムの多様化

が進んでいる。 

 

総計 300 件 

※寄付プラットフォームは、プログラム採択後に寄付金を募るプログラムのこと 

※物品は、現物（車両、パソコン、本、食料品）交付のこと。 
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次に金額を分野に分けて集計した。 

 

10万円以下（計 23件）は 7分野が対象。そのうち「保健・医療・福祉（10件）」と

「子どもの健全育成（5件）」で 65.2％を占めている。地域の高齢者支援活動や子ども

食堂、学習支援といった、比較的少額でも実施可能な草の根的・日常的な活動を支え

る目的で助成金が設計されているとみられる。審査や報告の負担も軽く、初めて助成

を活用する団体の入門的な役割を果たしていると考えられる。 

 

15万円以上 100万円未満（106件）は「保健・医療・福祉（35件）」と「子どもの

健全育成（19件）」が半分を占め、生活に密着した支援が中心であることに変わりは

ない。小規模ながらも継続的な活動も視野に入ってくる。 

この層になると、対象分野が 16分野で最多となる。金額が大きくなると、複数回の

活動・複数人の関与・資材の整備が可能になり、対応可能な分野が広がるためと考え

られる。 

 

100万円以上 500万円未満（141件）の助成では、「保健・医療・福祉（37件）」と

「子どもの健全育成（29件）」に加え、「学術・文化・スポーツ（21件）」と「環境保

全（20件）」が目立つ。対象は 13分野。設備投資、調査研究、プログラム開発、複数

団体との協働など、より計画的な資金が必要となる活動が多く、助成金額と活動内容

の規模が密接に結びついていると考えられる。 

 

500万円以上の高額帯では 10分野が対象。「災害救援」が見られるようになる。こ

の分野は広域的、緊急的活動のほか、被災後の生活支援体制整備など長期的な支援が

求められるため金額も高額になると考えられる。 

 

このように、助成金額帯によって支援対象となる分野に傾向が見られ、助成金が活

動の範囲や規模に応じて多層的に設計されていることが読み取れる。 

 

少額帯は「地域密着・即効性の活動」、中額帯は「継続的な支援を見据えた既存事業

の拡充など」、高額帯は「社会課題の解決に向けた戦略的、広域的な事業」を対象とし

て位置づけられていると言えるだろう。 
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⑤農山漁村・中山間地域

③まちづくり

②社会教育

①保健・医療・福祉

⑭情報化社会

⑬子どもの健全育成

⑪国際協力

⑧災害

⑦環境保全

⑥学術・文化・スポーツ

③まちづくり

②社会教育

①保健・医療・福祉

寄
付
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム

ノ
ウ

ハ
ウ

支
援

物
品

記
載
な
し
（
設
定
な
し
）

1
00
0
万
円
以
上
～
5
00
0
万

円
以

下

 

 

 

  

総計 389 件 

1000万円 
以上 
 

5000万円 
以下 

記載なし 

（設定なし） 

物品 

ノウハウ支援 

寄付 
プラット 

フォーム 
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4-5.補助率 

 

 助成プログラムの対象事業費への補助率を集計した。最も多いのは「制限なし」の 264

件（88％）。補助率の記載がないプログラムは制限なしに含まれている。市民活動団体

が自己負担の見積もりを適切にできるかマネジメント能力が問われていると言える。 

一方で、補助率が明示されているプログラム（33％、50％、75％、80％、90％）29 件

（9.6％）は、行政機関や行政関連団体提供する助成プログラムに多く見られる。 

また物品（7件）は予算規模が小さな市民活動団体にとって重要な支援となっている。 

このように、助成金の補助率は団体の自己負担能力や事業の公共性を踏まえて設計さ

れている傾向があり、申請する市民活動団体は補助率の有無・水準を含めて助成プログ

ラムを選定する必要がある。 

 

 

総計 300 件 

※「対象事業費×補助率＝助成額」。例：対象事業費 10 万円×80％＝助成額 8 万円 

※自己負担金を必要とし、補助率が設定されていない助成プログラムは「制限なし」に含めた。 

※複数年対象のプログラムで、年によって補助率の変動がある場合は 1 年目の補助率を採用した。 

※物品交付には手数料負担のケースがあった。 

  

264

1
8 4

12
4 7

0

50

100

150

200

250

300

制限なし 33% 50% 75% 80% 90% 物品
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4-6.対象期間 

 

 助成プログラムで対象となる事業期間の最長期間を集計した。最多は「1年間」の 162

件（54％）。１年未満は合計 78 件（26％）、1 年 1 ヶ月以上から 5 年は 34 件（11.3％）

であり、長期的な助成を行う助成プログラムは限定的であることがわかる。 

半年未満の助成プログラムは年度の下半期、半年以上 1年未満は翌年度の始めである

4月から 2月末までが多く見られた。 

記載なしは物品購入という一時的なプログラムが半数ほど占めていたため、結果的に

期間を明記していないと考えられる。 

 

 

総計 300 件 

※「不定期（1 年未満）」は助成金交付日（開始日）から指定終了日までを対象期間とするなど、開始日が

不定で終了日が確定しているプログラムで、年度内に終了するケースが多い。例：交付日～3 月末日 

  

17

33
28

162

9
4 1

18

2

26

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180
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4-7a.申請要件（法人格の有無） 

 

 申請要件の中で、法人格の有無について集計した。助成プログラム 300件のうち、

法人格を有する団体のみを対象とするものは 63件（21.0％）にとどまり、法人格の有

無に関わらず応募できるプログラムが 237件と全体の 79.0％を占めていた。 

特に、「法人または任意団体」を対象とするものが 217件（72.3％）と最多であり、

法人格を有しない市民活動団体にも広く門戸が開かれていることが分かる。さらに、

地域団体（自治会等）も対象とする 20件（6.7％）も存在し、助成金全体として「活

動の実態を重視し、多様な担い手の参画を促す」傾向が読み取れる。 

一方で、法人格のある団体のみを対象とした助成プログラムは、市民活動団体の組

織基盤や運営力を確かめるために条件を設けていると考えられる。 

 

 

総計 300 件 

  

20

217

63

0

50

100

150

200

250

地域団体/任意団体/法人 任意団体/法人 法人のみ
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4-7b.申請要件（活動実績） 

 

 申請要件の中で、活動実績の有無について集計した。最多は「記載なし」の 220件

（73.3％）。「記載なし」の助成プログラムは、実態としては実績を問わない、あるい

は柔軟に対応している可能性が高いと考えられ、新規団体でも申請できる。 

 一方で、活動実績を必要とする助成金が 80件（26.7％）ある。活動実績を必要とす

る助成金は、市民活動団体の信頼度や実現性を見る傾向があると考えられる。 

日頃から活動実績を記録しておくと、活動実績を必要とする助成プログラムに申請

する際の資料として役立てることができる。 

全体的には、活動実績に関する記載がない助成プログラムが多く、実績がない団体

から実績豊富な団体まで幅広く申請できると考えられる。 

 

 

総計 300 件 

※活動実績が不要の助成プログラムは記載なしに含めた。 

  

220

1
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19 23
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記載なし 6ヶ月以上 1年以上 2年以上 3年以上 5年以上
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4-7c.申請要件（推薦の有無） 

 

 申請要件の中で、他機関・者による推薦の有無を集計した。 

推薦が必要と記載された助成プログラムは 17件（5.7％）にとどまり、283 件

（94.3％）は推薦なしで申請できる。 

推薦を求める助成プログラムは少数にとどまり、助成上限や分野において明確な傾

向は確認されなかった。よって推薦要件の有無は助成団体の方針によるものと考えら

れる。推薦要件を設定している理由としては、申請団体の信頼性や実績の確認、効率

的な選考のためと考えられる。 

推薦が必要な助成プログラムに申請する際は、過去の採択事例を参考にしつつ、推

薦者と予め信頼関係を築き、早めに推薦を依頼することが重要と思われる。 

全体としては、推薦なしのプログラムが多数を占めることから、門戸を広く取って

おり新規団体も申請しやすいと言える。 

 

 

総計 300 件 
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記載なし 必要
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4-8.助成総額 

 

 助成団体が実際に交付した額を金額帯で分類し集計した。100万円未満から 10億円

以上まで幅広い金額帯に分布している。中でも 500万円以上 3000万円未満の助成が

86件（46.5％）を占めている。 

一方、10億円以上の大口助成は 3件に過ぎないが、これらは国の重点施策と連携し

ているため、国の施策とリンクしているかが申請のポイントになる。 

また、500万円未満の小口は 51件（27.6％）で、草の根的で多様な市民活動を支え

る役割を担っている可能性が高い。 

次に分野別内訳を集計した。 

例えば「保健・医療・福祉」は総額 100万円未満から 10億円未満まであらゆる金額

帯にあるため、小規模な地域密着型の取り組みと大規模な施策まで多様なニーズに対

応していると考えられる。 

 

 

総計 185 件 

※助成総額が未公開の助成団体は集計できないため除外。 

※各助成団体の総額は 100 円以下切り捨てた。 

  

1

3

13

17

14

48

38

41

10

0 10 20 30 40 50 60

採択せず

10億円以上

1億円以上～10億円未満

5000万円以上～1億円未満

3000万円以上～5000万円未満

1000万円以上～3000万円未満

500万円以上～1000万円未満

100万円以上～500万円未満

100万円未満
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4

2

6

3
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1

5

1

5

10

10

1

3

1
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3

1

1
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2

5

6
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6

24

10

14

2

0 5 10 15 20 25 30

1000万円以上～3000万円未満

500万円以上～1000万円未満

100万円以上～500万円未満

100万円未満

500万円以上～1000万円未満

100万円以上～500万円未満

採択せず

1億円以上～10億円未満

5000万円以上～1億円未満

1000万円以上～3000万円未満

500万円以上～1000万円未満

100万円以上～500万円未満

100万円未満

10億円以上

1億円以上～10億円未満

5000万円以上～1億円未満

1000万円以上～3000万円未満

500万円以上～1000万円未満

100万円以上～500万円未満

100万円未満

1億円以上～10億円未満

5000万円以上～1億円未満

3000万円以上～5000万円未満

1000万円以上～3000万円未満

500万円以上～1000万円未満

100万円以上～500万円未満

100万円未満

100万円以上～500万円未満

5000万円以上～1億円未満

3000万円以上～5000万円未満

1000万円以上～3000万円未満

100万円以上～500万円未満

5000万円以上～1億円未満

3000万円以上～5000万円未満

1000万円以上～3000万円未満

100万円以上～500万円未満

1億円以上～10億円未満

5000万円以上～1億円未満

3000万円以上～5000万円未満

1000万円以上～3000万円未満

500万円以上～1000万円未満

100万円以上～500万円未満

100万円未満

⑩
人
権
・
平
和

⑨
地
域

安
全

⑧
災
害

⑦
環
境
保
全

⑥
学
術
・
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ

④ 観 光
③
ま
ち
づ
く
り

②
社
会
教
育

①
保
健
・
医
療
・
福
祉

 

 

 

  

①保健・医療 
 福祉 

②社会教育 

③まちづくり 

④観光 

⑦環境保全 

⑥学術・文化 
スポーツ 

⑧災害 

⑨地域安全 

⑩人権・平和 
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3000万円以上～5000万円未満

1000万円以上～3000万円未満

500万円以上～1000万円未満

100万円以上～500万円未満

100万円未満

100万円以上～500万円未満

100万円未満

5000万円以上～1億円未満

3000万円以上～5000万円未満

100万円以上～500万円未満

1000万円以上～3000万円未満

500万円以上～1000万円未満

100万円以上～500万円未満

10億円以上

1億円以上～10億円未満

5000万円以上～1億円未満

3000万円以上～5000万円未満

1000万円以上～3000万円未満

500万円以上～1000万円未満

100万円以上～500万円未満

100万円以上～500万円未満

1億円以上～10億円未満

5000万円以上～1億円未満

3000万円以上～5000万円未満

1000万円以上～3000万円未満

500万円以上～1000万円未満

100万円以上～500万円未満

100万円未満

”
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以
上
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民
活
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援
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⑮
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⑬
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⑪
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総計 248 件 

⑪国際協力 

⑫男女共同参画 

⑬子どもの 
健全育成 

⑭情報化社会 

⑮科学技術 

⑰職業能力・雇用 

⑲市民活動支援 

“５分野以上” 
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4-9.採択率 

 

助成プログラムのうち、ホームページ等で公開されている 44件の採択率を出した。 

助成プログラムの採択率は全体で約 35～37％。分野別に見ると「学術・文化・スポ

ーツ」は 60％前後と比較的高い。 

一方で「まちづくり」「人権・平和」「国際協力」「男女共同参画」は中央値・平均値

とも下回っている。これらの差異は助成プログラムの数や審査基準の違いが反映され

ている可能性がある。 

 

全体の採択率 中央値：３５％ 平均値：３７％ 

 

※グラフ内“①～全体”の各項目にあるカッコ内の数字は参照したデータの件数 

例：『①保健・福祉・医療』の場合、28 件のデータから中央値・平均値を算出している。 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

全体（44）

”5分野以上”（2）

⑲市民活動支援（1）

⑱消費者保護（0）

⑰職業能力・雇用（0）

⑯経済活動（0）

⑮科学技術（0）

⑭情報化社会（1）

⑬子どもの健全育成（25）

⑫男女共同参画（2）

⑪国際協力（6）

⑩人権・平和（1）

⑨地域安全（0）

⑧災害（4）

⑦環境保全（6）

⑥学術・文化・スポーツ（12）

⑤農山漁村・中山間地域（0）

④観光（0）

③まちづくり（6）

②社会教育（0）

①保健・医療・福祉（28）

中央値 平均値
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５．助成金の特徴と申請のポイント 

5-1.市民活動の資金種類のトレンドと特徴 

市民活動団体の資金種類と近年のトレンド 

会費 ITの普及でカード決済や継続引落が容易に 

WEB会議の普及で居所を問わず募集できるようになった 

寄付 クラウドファンディングなど WEBでの募集が拡大 

マンスリーサポーター（継続寄付）に取り組む団体が増えつつある 

事業収入

（受託含） 

2000年以降、政府が作った準市場（介護保険等）が拡大 SDGsを掲げる

企業の参入が増え、受託事業を中心に市民活動団体と企業の競争が激化 

補助金 自治体の少額補助金が増加 

ふるさと納税を利用した地域活動、市民活動支援も見られるように 

助成金 企業の社会貢献や行政の外郭団体など助成プログラムが増加 

休眠預金や国の助成など大型の助成プログラムも増加 

資金使途やその後の報告が不要な表彰（アワード）も増加 

借入金 日本政策信用金庫や民間銀行の貸付が増加 金額も増加 

政府の信用保証制度も使えるようになってきた 

 

資金種類の性格を図式で分類した。 

縦軸は自分で調達するか、他者から支援してもらうかを示し、横軸は支援的か、事業

的かを示している。 

市民活動団体はこれらの資金種類を組み合わせて活動を行っており、適切な資金種類

を確保していくことがポイントになる。 

助成金は「支援的」「他主的」なので、他者にお金を出したいと思ってもらえる事業計

画を作らなくてはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

会費・寄付 事業収入 

助成金 

補助金 
受託収入 

自主的 

他主的 

支援的 事業的 
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5-2.助成金の特徴と性格 

助成金の募集方法など様々な形態があるのでその特徴を理解しておくことが助成申請

の最初のポイントになる。 

募集方法 公募型、計画型 

助成対象 事業、組織運営、人材育成 

支払方法 概算払い（前払い）、精算払い（途中払いあり、なし） 

選考方法 委員会、プログラムオフィサー主導、理事会 

助成期間 単年度、複数年度 

それぞれの募集要項を理解し、企画立案、書類作成、事業遂行、情報発信、会計管理

などの各段階で一定の事務能力が求められる。 

 

助成金のメリット 

・制度化されていない、あるいは潜在的ニーズを対象とした事業に対応できる。 

・先駆的で成果が見えにくい事業にも対応できる。 

・毎年同じような助成プログラムのため計画を立てやすい。 

・一度にまとまった金額を得ることができる。 

・助成金を受けた市民活動団体の信用性を補完する。 

・事業成果が市民活動団体のものとなることが多い。 

 

助成金のデメリット 

・使い途（対象経費）が限定されており、それ以外は返還が求められる。 

・精算払いの場合は助成期間終了後に支払われるため立て替えが必要になる。 

・対象期間が多くは１年間（長くて 2～3年間）なので継続事業には向かない。団体の

運営が不安定になりがち。 

・組織運営や人件費は対象外であることが多いためスタッフの雇用条件が悪くなりが

ち（非常勤、低い給与）。 

・審査基準に新規性・先駆性があることが多く、助成金のために新たな事業ばかりを

していると活動が発展せず助成金確保が目的となり、スタッフやボランティアのモ

チベーションが落ちていく（組織の弱体化）。 

 

助成金が活きるフェーズ 

・社会的な調査や新たな事業に取り組む時 

過去からの活動、継続している活動は、自主的財源（会費、寄付金、事業収入）で

行い、助成金は新たに取り組む時に活用するスタンスが望ましい。 

 

・ある事業の総括や評価など社会的に広めたい時 
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5-3．助成団体の狙いを理解する 

・助成団体はパートナーを探している 

助成団体にも「社会課題の解決」といった目的があり助成金はその手段と考えてい

る。お金は提供できるがマンパワーとノウハウがないため、活動してくれる市民活動

団体＝パートナーを探している。 

目的は募集要項に書いてあるのでよく読む。また過去の採択事例からその傾向を読み

取る。 

 

・成果を求めている 

目的を達成するために、どんな成果がいつ、どのように、どの程度の範囲で出て、そ

れが受益者にどういきわたるか、または見込めるかを求めている。コストパフォーマ

ンスを重視することもある。 

 

・長期的展望 

助成期間は 1年以内の短期間でも、その後の継続あるいは発展できるかを問われるこ

とが多い。 

 

・競争的な性格 

助成金の平均的な採択率は 37.0％（19ページ参照）。企画内容が良くても競争の状況

で選考から落ちることもある。助成団体が全都道府県から採択したいという場合、1

つの地域で１件しか採択されないこともある。 

 

 

 

≪コラム 多くの助成金を審査してきた Mさんより≫ 

 

・いい活動、いい団体であるにもかかわらず、助成金プログラムが何かを理解してい

ないため、事業が適切に設計されておらず落とさざるを得ないことが多い。 

非常にもったいない。 

 

・助成金事業の組み立て方が分かっていないために、せっかく採択されても上手く成

果があげられないことも多い。 

 

・助成を受けてからも事前の助成プログラムの理解が不十分だったために、途中でト

ラブルを起こしてしまう活動もあり残念 
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5-4.審査員が見るポイント 

審査員がどんなことを重視しているのか、申請を書く時は下記に留意する。 

 

・解決策を中心に書く 

助成金を活用してどんな解決策ができて、どう変わるのか、変わる可能性があるのか

を書く。取り組む課題の重要性や熱意はアピールになるが解決策が重視される。 

解決策（活動、スケジュール、予算、人員体制、他者との連携） 

 

・論理性が整っている 

課題→原因（特定・推定）→解決策→成果→展望がシンプルに整っていること。 

課題把握が難しい場合、誰が何に困っているかを定性と定量に分けて挙げていく。 

（例） 誰 何に困っている 

定性 福祉系ボランティア団体 任意団体のため支援サービスが続けられない 

定量 一人暮らしの高齢者 栄養バランスの取れた食事が定期的に摂れない 

 

・審査基準に沿っている 

例として、審査基準に「先駆性」と記載されていれば、◎◎の部分が☓☓という理由で

先駆的であると書く。そのため、他に事例がないか調べておく。 

 

・申請書全体の整合性をとる 

事業計画書の活動内容・スケジュール、予算書が連動しているかをしっかり確認す

る。原則、申請書のフォーマット内ですべて収めて添付資料は付けない（助成プログ

ラムによる） 

 

・素人でも分かるように書く 

専門用語の多用は避ける。審査員は全分野の専門家ではない。「自分が取り組んでいる

分野の専門性が低いからまともな審査が出来ない」という視点では審査は通らない。 

 

・各要素の根拠を書く 

審査員の「本当にできるか？」に答えるために過去の実績や実施体制などエビデンス

を書く。「解決策の有効性がある」場合、他の地域での事例や研究資料などを書く。 

 

・助成事業終了後の継続計画を書く 

助成金はチャレンジのスタート資金と位置づけ、この助成金を使ってボランティアや

市民が参加できる舞台を作り、協力者・支援者（会費、寄付、事業収入や委託等）を

増やしていくものと考え、助成終了後の継続性を担保する取り組みも盛り込む。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（調査・製作） 

長崎市市民活動センター「ランタナ」 

〒850-0022 長崎県長崎市馬町 21-1 

E-mail：info@ncacl.net 

HP：https://ncacl.net/ 

TEL：095-807-6518 

月～金 8：45～22：00／土日祝 8：45～17：30 

休館日 12/29～1/3 


